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第1章

はじめに

§ 1.1 本研究の背景
近年，世界各国の政府を中心に証拠に基づく政策立案（Evidence-Based Policy Making:

EBPM）に対する取り組みの重要性が説かれている． EBPMとは，政策の立案をその場限
りのエピソードに基づいて行うのではなく，政策によって改善したい対象を明確化したう
えで，対象に関するデータを収集し，合理的根拠に基づいて意志の決定を行うという考え
方である．EBPMを推進することは，政策の有効性を高め，国民の行政への信頼確保につ
ながるとされる．
現在，日本政府におけるEBPMの取り組みとして，平成 29年の統計改革推進会議の決定
のもと内閣府によって EBPM推進チームが発足され，内閣府の各部局によって EBPMに
用いるためのデータを公開するという形でEBPMの推進を図っている．また，これらをも
とに大学等の研究機関でも○○や○○のような EBPMに関する研究がなされている．
しかし，現在でも地方自治体における政策決定の多くには，住民から行政機関に寄せら
れる問題に対して対面処理的な対応を行うエピソードベースの意思決定が用いられる．こ
の方法によって問題が解決されるケースも存在するが，場合によっては施行した政策の影
響で今まで発生していなかった別の問題が発生することもある．
これらの原因の一つとして，政策の対象となる問題に関する要因の複雑性が挙げられる．
つまり，ある事柄に対して問題が顕在化する前に政策を講じようと考えたときに，周囲の
どの要因が問題に対して影響を及ぼすことによって問題が発生するのかを特定することが
困難なのである．

§ 1.2 本研究の目的
本研究では，政策決定における対象の複雑性という課題に対して，サイバー空間上に
存在する無数のデータに線形非ガウス非巡回モデル（Linear non-Gaussian acyclic model:

LiNGAM）を用いた因果探索 [4]と包絡分析法（Data Envelopment Analysis: DEA）[4]を
適用することで，取り扱いたい事柄に関係のあるものだけを抜き出し，それらを用いて分
析を行うというアプローチでの解決策を提案する．
加えて，これらの結果を地理情報システム（Geographic Information System: GIS）に
よって可視化し，分析には直接使用していない地理情報等のデータと同一プラットフォー
ム上で視覚的な重ね合わせを可能にすることで行政が新たな政策に対する知見を得ること
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を支援するアプリケーションの開発を行う．
本研究では，まず，政策決定にデータマイニングやGISが用いられた例について説明し，
因果探索やDEAを用いたデータ分析手法を提案する．そして，提案手法による効率値の試
算およびWebGISによる結果の可視化とデータの重ね合わせ [3] を行う．

§ 1.3 本論文の概要
本論文は次のように構成される．

第 1章 本研究の背景と目的について説明する．背景では，EBPMの重要性と地方自治体に
おけるEBPM導入の困難さについて述べる．目的は背景で挙げた課題に対して，ICT

とデータ分析手法を用いて解決するアプローチについて提案することを述べる．

第 2章 EBPMに対する内閣府の取り組みについてまとめ，EBPMと ICTの関係性につい
て述べる．また，地域的な政策決定とデータの重ね合わせの二つを取り上げて，本研
究におけるWebGISの重要性について述べる．

第 3章 本研究の提案手法に用いるデータ分析手法の理論について解説する．また，提案手
法のシステム部分に用いるWebGISの作成方法を述べる．

第 4章 提案手法中のシステムのプログラムとそれらに用いるデータベースの作成方法を理
論の区切りごとに説明する．その後，それらのプログラム間におけるデータの送受信
を示しながら，本研究の提案手法の流れについて述べる

第 5章

第 6章
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第2章

EBPMとICTの有用性

§ 2.1 ICTとデータの利活用による行政施策
経済社会構造が急速に変化するわが国において，限られた資源を有効活用しながら国民
に信頼される行政を展開するために，政策の対象に関するデータを収集し，それに基づい
て政策における意思決定を行う，EBPMを推進することが重要視されている．
しかし，より効果的なEBPMの適用には，膨大かつ多種多様なデータを高速に高い信頼
度を保って収集・分析する必要があり，人手のみに頼ると，担当者に対する大きな負担と
なる．そのため，EBPMを政策の広範囲に適用するためには，ICTを用いたデータ収集・
分析が欠かせない．
本節では，はじめに○○における適用例を用いてEBPMの具体的なフローの一つを解説
する．その後，EBPMの推進に対する各機関の取り組みをいくつか提示し，その解説を行
うことで日本におけるEBPMの現状，EBPMと ICTの関連性，ICTを用いたEBPMの有
効性を示す．

EBPMのフロー

ICTを用いたEBPM

各自治体におけるEBPMの推進に向けて，内閣府では各部局によって様々な取り組みが
なされている．ここでは，EBPMの推進を目的にしたデータの共有や分析に ICTを活用
した事例をいくつか取り上げ，管轄する部局やシステムの目的，システムの概要等を解説
する．

内閣府エビデンスシステム（e-CSTI）
e-CSTIとは，科学技術・イノベーション推進事務局が提供するシステムで，特に大
学等の研究機関における「研究力」，「教育力」，「資金獲得力」を分析することに特化
したものである．
e-CSTIでは，研究機関におけるデータを収集し，インプットとアウトプットに分類
することでそれらの関係性を分析・「見える化」する各種機能を提供する．エビデン
スに基づいた研究機関の運営を支援するという目的のもと，2020年 3月から運用が開
始している．
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地域経済分析システム（RESAS）
RESASとは，地域創生の実現に向けて，内閣府地方創生推進室ビッグデータチーム
と経済産業省地域経済産業調査室が提供しているWEBアプリケーションである．官
民のビッグデータを集約し，可視化するシステムとして提供され，それを用いた地域
課題の抽出， 地域版総合戦略の立案といった活用が期待される．

以上の事例に代表されるように，昨今，内閣府によってEBPMが積極的に推進されてい
る．そのため，EBPMは研究機関においても積極的に扱われ，議論されるべき対象である
と考える．また，その具体的な取り組みの多くに ICTが活用されていることから，EBPM

の効率的な実施には，ICTの活用が必要不可欠であり，情報工学との親和性は高いものと
思われる．これらのことから，本研究は情報技術を用いた EBPMの支援を目的とする．

§ 2.2 GISによる地域的な政策決定支援
GISとは，位置に関する情報を持ったデータ（地理空間データ）を総合的に管理・加工
し，地理的位置とデータを結び付けることによって視覚的に表示することで，空間データ
の高度な分析や迅速な判断を可能にする技術である．
地理空間データの例として，主題図（土地利用図，地質図，ハザードマップ等），都市計
画図，地形図，地名情報，台帳情報，統計情報，空中写真，衛星画像が挙げられるが，こ
れらの情報はその汎用性の高さから，多様な分野で利用される．
本節では，これらの情報がGISによって分析・加工されることによって，政策における
意思決定の支援に用いられた事例を挙げることにで，政策決定にGISを利用することの有
効性を提示するとともに，本研究におけるGISの位置づけを示す．

東日本大震災における福島県相馬市

太平洋沿岸部に位置する福島県相馬市は，平成 23年に発生した東日本大震災によって甚
大な被害を受けた地区の一つである．相馬市では，震災発生前の平成 21年より情報政策課
を中心にGISの利用環境が整備されており，震災発生初期から現在も続く復興活動にわたっ
てGISが活用されている．

被災初期

GISによって，航空写真判読による家屋被害の状況把握や人的被害の全容把握のため
の全住民位置情報の作成が行われ，罹災証明発行業務の円滑化に用いられた．

復興活動

地盤高情報を用いて津波被害の特徴を明確化したうえで，津波のリスクを織り込んだ
今後の土地利用に関する資料が作成された．また，放射線量マップを作成し，当該地
図や全住民位置情報，土地利用地図，地形図等と重ね合わせることによって，放射線
対策，及び，今後予見される被害状況の広がりと対策に関する意思決定に用いられた．
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相馬市では，以上に挙げたように震災という非常事態における意思決定にGISが有効
活用された．また，これらの活動に際して，使用されたGISのメーカーから資料や技
術力の提供，新潟大学の学生ボランティアから人員の供給が行われ，実際の運用や意
思決定を相馬市が行ったことから，産学官の連携による活動の例でもある．

○○

§ 2.3 WebGISによるデータフュージョン
2.2節では，GISについて政策支援の観点から有効性を示したが，本節では，地理空間デー
タの重ね合わせによるデータフュージョンとそれによる新しい知見の発見という観点から
GISの有効性を示す．また，本研究におけるデータフュージョンの重要性を提示する．
先述のとおり，GISは地理空間データに対する多様な加工によって，それらを高度に分
析し，地図上に視覚化することでそのままでは概形のとらえにくい地理空間データに対す
る判断を迅速にするものであるが，それらに加えて，地図上に視覚化したデータを重ね合
わせて表示できるという特性を持つ．
このことによって，単一のデータの可視化のみでは表面化してこなかった課題をくみ取
ることや，逆に，課題に対する解決策を一見関係のなさそうな分野から発見するといった
ことが可能となる．このようなGISでのデータフュージョンによって，他分野での知見を
合わせることで新たな発見に至った事例をいくつか挙げる．

都市計画と生態学

○○
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第3章

データ間の因果性と改善値の導出

§ 3.1 因果探索によるデータ間の関係性
因果探索とは，観測データを用いて，そのデータ群の因果グラフ（複数の観測データにお
いて，それぞれの値がお互いに及ぼしあっている影響の度合いを構造的に示したもの）を
導出するための教師なし学習のことである．
また，類似する手法として因果推論が挙げられるが，因果推論では因果関係の向きが既知
である場合にその因果関係が本当に有意であるのかをデータから分析する手法であるのに
対し，因果探索は因果関係が不明かつ因果関係の向きも不明であるデータ群に対して，それ
らの間に因果関係が成立するかを導く手法である．例えば，「ある小売店Aでアイスクリー
ムの安売りを行った際にアイスクリームの売り上げが向上した．また，同日の小売店Aの
来客数は前日より 100人多かった」というケースがあったとする．このとき，アイスクリー
ムの安売りを行ったことが売り上げの向上につながったかどうかを調べるのが因果推論で
ある．これに対して，アイスクリームが安かったから来客数が増加したのか，来客数が多
かったためにアイスクリームの売り上げが向上したのかという因果の方向性も含めて分析
を行うのが因果探索である．
このような特徴を持つため，因果探索は適用されるデータの分野に対しての制約が少な
く，様々な分野のデータに適用することができる．それゆえ，因果探索を用いた応用研究
も盛んにおこなわれており，疫学，経済学，神経科学，化学，医療をはじめとした幅広い
分野での研究に用いられている．
近年，因果探索の手法における研究が活発化したことで，因果探索における様々なモデ
ルが提唱されている．代表的なものとしては独立主成分分析の手法を用いたもので，非時
系列データに対しても適用可能な LiNGAMが挙げられる．LiNGAMとは，
因果探索の手法として広く用いられるLiNGAMであるが，モデルを推測するための手法

やモデルの拡張などによって現在までにいくつかのパターンが提唱されている．例として，
Direct-LiNGAM，VAR-LiNGAM，ARMA-LiNGAMなどが挙げられる．その中でも，本研
究で取り扱うDirect-LiNGAMに関する解説を行う．

§ 3.2 DEAによる効率値と入出力改善値の導出
DEAとは，ある分野における組織の集合において，対象の組織の業績を評価するために
生み出された「データ指向のアプローチ」で 1978年に charnes，cooperとRhodesによって
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提唱された．ここでいう組織とは，その活動においていくつかの種類の入力（投入）をい
くつかの出力（産出）に変換することに携わる生産体のことである．DEAでの分析の利点
の一つとして，複数の入力・出力があるデータを扱うことができることが挙げられる．
組織における活動の例として，半導体生産工場における毎期の生産活動や，様々な市場
に対する宣伝や販売活動等が挙げられる．DEAはこれらの活動に対して，自らを基準とし
た集合内の他の組織との比較によって，その業績を評価することが可能である．
1978年に提唱されて以来，DEAに関する研究，応用は世界中の研究機関で積極的に行わ
れており，CCR，BCCなどの基本的なモデルをはじめとして，現在までに様々なモデルが
発表されている．本節では，多数存在するDEAのモデルの中で最も基本的であり，本研究
の分析にも用いるCCRモデルについて，そのアルゴリズムを解説する．
また，本研究でDEAにおけるデータの分析を行う際に前述のとおり多数存在するモデル
の中から CCRモデルによる分析を選択した理由について以下の理由が挙げられる．CCR

モデルは最もはじめに考えられたDEAのモデルであり，原点からの距離の比を用いて値の
最小を定める「比率尺度データ」を対象とした分析法である．
そして，それに次いで考えられたモデルはCCRモデルに各種制約を追加することで「感
覚尺度データ」など，対象のデータに適用できるように拡張されたものである．ここで，本
研究で分析に用いるオープンデータを考えると，すべてが「比率尺度データ」であったた
め，本研究ではCCRモデルを適用することとした．

DEA（CCRモデル）
DEAにおける組織の評価法の基本的な考え方は「どれだけ少ない入力を用いてどれだけ
多くの出力を生み出しているか」である．そのため，DEAの評価値は次のように定義され
る．
「Σ（各組織における出力×出力のウェイト）⧸Σ（各組織における入力×入力のウェイト）」
上記の式にいくつかの制約式を追加し，それらに基づいて入力・出力のウェイトを最適化
する線形計画問題を解くことによってDEAにおける評価値を算出することができる．CCR

モデルにおける制約条件は以下の二つである．

• すべての組織に対する評価値はいずれも 1を超えない．

• 入力・出力に対するウェイトはいずれも 0以上である．

ここで，DEAにおける分析が持つもう一つの利点を考える．それは，算出された各入力・
出力に対するウェイトを用いることで，対象の組織の入力・出力をどのように増減させれ
ば評価値がより優れたものになるかを数学的に示すことができることである．以上をもと
に，入力に対する改善値を算出することを目的とした入力指向モデルと出力に対する改善
値を算出することを目的とした出力指向モデルを定式化し，その双対問題を考えると以下
のようになる．
<入力指向モデル >

Objective : w = θ → min

Constrained : Y λ ≥ yo

−Xλ+ xoθ ≥ 0
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λ ≥ 0

<出力指向モデル >

Objective : w = η → max

Constrained : Xµ ≤ xo

− Y µ+ yoη ≤ 0

µ ≤ 0

ここで，それぞれのモデルでは入力・出力の改善値を求めるために入力指向では（出力×
ウェイト）の総和を出力指向では（入力×ウェイト）の総和を 1とするという制約式を設
けている．

§ 3.3 Foliumを用いたWebGISの開発
2.2節，2.3節では，すべてのGISを一般的なものとしてGISと呼称したが，GISは動作
するプラットフォームによっていくつかの呼称に分類することができる．よって，本節で
は，WebアプリケーションとしてWorld Wide Web上で機能するGISをWebGISと呼称す
るものとする．
WebGISは多様なプラットフォーム上で動作するGISの中でも代表的なフォーマットで
あるといえる．計算機を用いて広く利用することができ，処理の大部分は htmlが置かれて
いるサーバ上で行われることで参照する端末自体のスペックに依存しづらいことから，利
用者も多い．
本節では，以上のような特徴を有するWebGISの開発において，現在，一般に広く用いら
れているプログラミング言語の一つである Pythonのライブラリを用いた方法を解説する．
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第4章

提案手法

§ 4.1 統計データのスクレイピングと因果探索によるデータ
の選定

本研究では，Web上に公開されているオープンデータを用いて，
本研究の提案手法は，大別すると以下のような 4つの工程からなる．
1. 　Web上からあらかじめ収集し，サーバ上のデータベースに保存されたデータの中か
ら利用者が任意のデータを選択する．

2. 　選択されたデータとの間に因果関係が成立するデータを LiNGAMによってデータ
ベース上から抜き出し，DEAの入力と出力に振り分ける．

3. 　振り分けられたデータを用いてDEAを解き，効率値及び，改善値を算出する．
4. 　DEAの結果をWebGIS上に可視化し，

そのため，提案手法は以下のような 4つのプログラムに分けることができる．

1. 　
2. 　
3. 　
4. 　

本節では，データベースに保存されているデータの種類とデータの収集方法と提案手法
における LiNGAMによる因果探索を解説する．

§ 4.2 選定されたデータに基づくDEA分析
§ 4.3 WebGISを用いたデータフュージョンのシステム開発
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第5章

数値実験並びに考察

§ 5.1 数値実験の概要
§ 5.2 実験結果と考察
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第6章

おわりに

本研究では，市区町村単位の自治体におけるEBPMの支援を目的として，政策に関する意
思決定のためのデータ収集および分析を行う手法を提案した．まず，不特定多数のオープ
ンデータを用いることで，政策の対象によって収集するデータが偏ることを防ぎ，その中
から LiNGAMによって対象と因果関係があるデータを選別した．
次に，それらのデータを因果関係の方向性に着目しながら二つのグループに分けること
によって，DEAの入力・出力とした．そして，DEAのCCRモデルを用いて各自治体にお
ける評価値および入力・出力の改善値を算出することによって，対象の自治体が効率的に
運営されているか，より効率的に運営されている自治体はないか，政策によって改善すべ
き分野はどれかなどを分析した．
最後に，それらの結果に基づいてWebGISを作成し，各自治体における評価値，入力・出
力の改善値と対象の自治体に関しては，効率フロンティアに属する市区町村名とそれぞれ
に対する重みを地図上にプロットした．また，LiNGAMによって因果関係が示されたデー
タのうち，位置情報に紐づくものに関してはそれをプロットしたレイヤーを作成すること
でDEAによる分析結果との重ね合わせを可能にし，データフュージョンによるさらなる知
見の発見を可能にした．

11



　



謝辞

本研究を遂行するにあたり，多大なご指導と終始懇切丁寧なご鞭撻を賜った富山県立大学
工学部電子・情報工学科情報基盤工学講座の奥原浩之教授，António Oliveira Nzinga René
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